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研究要旨 
 
 超高齢社会の中で、本邦における高齢者の認知症および軽度認知障害（MCI）の有病率も上昇してい

る。その中で、認知症の発症予防や症状の進行予防という観点から、医療現場においても介護・福祉現

場においても認知症の人に対する対応や治療・ケア的アプローチの確立は喫緊の課題である。このよう

なアプローチ方法を考える際に、これまで、薬物療法だけでなく、非薬物療法についても治療者の判断

や医学的推奨により行われることが多かったが、新オレンジプラン以降、当事者の思いを尊重した治療

やケアの重要性が次第に認識されるようになってきた。 
このような社会事情を背景に、本研究では、前年度に、国立長寿医療研究センターで実施している脳・

身体賦活リハビリテーションを受けている認知症および軽度認知障害（MCI）の患者とその家族におけ

る、認知機能、認知症の行動・心理症状（BPSD）、日常生活活動（ADL）、活動度（手段的 ADL）、介護

者家族の精神状態、介護負担感、リハプログラムに対する満足度などに関する詳細なデータの分析を行

った。さらに、今年度、認知症と MCI に対する非薬物療法の文献レビューを実施し、構造化抄録を作成

した。 
これらの結果をもとに、その内容を反映させた「認知症と軽度認知障害の人および家族介護者のための

リハビリテーションマニュアル」を作成した。 
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Ａ．研究全体の目的 

認知症は今や要介護の要因の第1位を占め、2025

年には有病者数が700万人に達すると予想されて

おり（平成28年版国民生活基礎調査,厚生労働省）、

認知症の治療や予防に関する社会的要請は益々

高まっている。介護・福祉サービスにおける認知

症の利用者も増え続けており、この状況を改善す

る目的で平成18年の介護報酬改定において「認知

症短期集中リハビリテーション（リハ）実施加算」

が創設され、その後入院患者にも加算が認められ

た。これらのリハにより認知機能や意欲、認知症

の行動・心理症状(BPSD)などの改善が報告されて

いる(Toba et al.2014;東 2013)。しかし、リハ

の具体的な内容は定められておらず、実施した介

入と効果との関連は不明である。他にも認知症の

非薬物療法に関する報告はあるものの（Phung KT, 

et al.2013; Koivisto AM, et al.2015など）、

介入内容や期間は様々で、認知症に対するリハの

方法は確立していない。特に、認知機能や学習能

力が比較的保たれている認知症の初期で、リハ効

果が高いと考えられる時期の生活機能や活動に

関する評価や、当事者がリハに対してどのように

感じているかについての評価はほとんど行われ

ていない。また、介護者も含めた環境調整の重要

性が認識されているものの、その影響についての

エビデンスは乏しい。 

そこで本研究では、前年度に実施した国立長寿

医療研究センター “脳・身体賦活リハビリテー

ション（脳活リハ）”において分析したデータを

整理するとともに、認知症と軽度認知障害(MCI)

に対する非薬物療法の最新の文献レビューを行

い、それらの結果を反映させた「リハビリテーシ

ョンマニュアル」を完成させることを目的とした。  

 

 

Ｂ．研究全体についての方法 

上記目的に沿って、以下の二つの作業を並行し

て実施した。 

1. 文献レビュー 

まず、2015年5月以降に発行された論文に関し、

MEDLINE、Cochrane Library、医学中央雑誌にお

いて、“認知症”/“軽度認知障害（MCI）”/“家

族介護者”に対する“非薬物療法”“非薬物的介

入”に関する文献検索を実施した。 

次にrTMSや針刺激などの刺激療法の除外と日

本語と英語以外の言語の論文の除外、総説の除

外などの一次スクリーニングと内容精読の二次

スクリーニングを実施した。 

最終的に、選択された論文を再度精読し、構造

化抄録を作成した。 

 

2. 認知症とMCIの人および家族介護者のための

リハビリテーションマニュアルの作成 

 前年度の脳活リハでの研究結果をまとめ、そ

れらを反映させたマニュアルを執筆した。 

まずは項目立てについて合議し、それぞれの項

目に関する専門家に執筆を依頼した。 

 次に執筆された原稿に関し、全体の言葉の調

整や内容の統一などの編集作業を実施し、マニ

ュアルとして完成させた。 

 

（倫理面への配慮） 

倫理面に関する配慮としては、本研究の開始に先

立ち、国立長寿医療研究センターの倫理・利益相

反委員会に対して「認知症の人に対する生活機能

及び活動維持・向上に資する効果的なリハビリテ

ーションプログラムの策定に関する研究」として

申請を行い、承認を得ている（承認番号1247）。

それに基づき、全ての研究を通じて、以下の対応

で統一した。 

 

 

Ⅰ．研究等の対象とする個人の人権擁護 

① 本研究は、新たに試料・情報を得ることはな

く、既存情報のみを用いて実施する研究であ

るため、研究対象者から文書または口頭によ

る同意は得ない。研究についての情報を研究

対象者に公開（当センターホームページへ掲

載）し、研究が実施されることについて、研

究対象者が拒否できる機会を保障する。 

② 本研究では、診療情報（電子・紙カルテ）よ

り、対象となる患者・家族の評価項目の情報

を抽出して使用するが、対象者が特定できる

情報（氏名・住所（ケースにより・患者 ID 番

号）など）を削除した状態で抽出する。抽出

データに残されている患者 ID 番号について

も、患者 ID 番号とは別の新たな符号・番号

に置き換えた上で保管し、研究に使用する。

匿名ファイルおよび対応表へのアクセス権

は、主任研究者および分担研究者のみとする。
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匿名ファイルのうち、情報は国立長寿医療研

究センター健康長寿支援ロボットセンター

ロボット臨床評価研究室に、対応表は、国立

長寿医療研究センター リハビリテーション

科部の書庫に保存媒体を施錠保管し、研究に

携わらない第三者が管理する。 

③ 本研究の性質上、解析に使われるのは数値デ

ータのみであるが、研究結果の公表に際して

は個人が特定できないよう配慮する。 

 

 

Ⅱ．研究等の対象となる者（本人又は家族）の理

解と同意 

 本研究は、既存情報のみを用いる後ろ向き研

究であり、対象者が研究参加への拒否を可能に

するため、当センターホームページに研究内容

を記した文書を公開する。 

 

 

Ⅲ．研究等によって生ずる個人への不利益並び

に危険性と医学上の貢献の予測 

既存の診療情報の利用のみであり、プライバ

シーの保護についても十分に配慮されるため、

新たに発生する不利益並びに危険性は想定しな

い。また、対象者個人に対する即時的な利益は想

定していないが、効果的なリハ手法が体系的に

整理されることにより、将来的には軽度認知障

害や認知症の人がより良いリハを受けることが

できるものと予測している。 

医学的な貢献としては、軽度認知障害や認知症

に対して多職種が関わり、様々な手法を駆使し

たリハと介護者を含めた環境調整及び詳細な評

価を複数年に渡って継続している医療機関は他

になく、このデータを利用した本研究により、ま

とまった報告に乏しい認知症の人の生活機能や

活動について、その障害の内容や障害の傾向と

生活機能障害・活動障害に関連する要因につい

ての知見を得ることができ、認知症の医療や介

護に携わる多くの関係者の認知症の人への対応

技術の向上への貢献が期待できる。また、認知症

の人だけでなく、介護者をも含めた環境調整と

体系的かつ具体的な多職種によるリハプログラ

ムの確立及び手引きの作成は、厚生労働省の提

唱する認知症施策推進総合戦略（新オレンジプ

ラン）の 7つの柱のうち、“認知症の予防法、診

断法、治療法、リハビリテーションモデル、介護

モデル等の研究開発及びその成果の普及の推進”

と“認知症の人やその家族の視点の重視”に直接

反映される成果となり得るものであり、本邦の

みならず、今後高齢化が進み多くの認知症を抱

える世界の国々においても、先駆的なアプロー

チとして、認知症の人と介護者に対する非薬物

療法の医療技術及び介護技術の向上に大いに貢

献できるものと考える。 

 

 

Ⅵ．その他 

利益相反について、本研究は、厚生労働科学研

究費補助金（長寿科学政策研究事業）の一環とし

て実施するが、国立研究開発法人国立長寿医療研

究センターの職員として、センターの利益相反対

処方針に従い、利益相反行為防止規則を遵守し、

適正に本研究を実施する。 

 

 

Ｃ．全体の研究結果 

1.文献レビュー 

全体として、(1)認知症とMCIに対する言語・

コミュニケーション訓練、(2) 認知症とMCIに

対する非薬物療法、(3) 認知症とMCIの家族介

護者に対する非薬物療法、(4) 認知症とMCIの

人とその家族介護者の両者に対する非薬物療

法の4つの分野について、Clinical Question

（CQ）を設定し、文献検索を実施した。 

その後、1次スクリーニングと2次スクリーニ

ングを経て、最終的に、(1)認知症とMCIに対す

る言語・コミュニケーション訓練 14論文、(2) 

認知症とMCIに対する非薬物療法 145論文、

(3) 認知症とMCIの家族介護者に対する非薬物

療法 21論文、(4) 認知症とMCIの人とその家族

介護者の両者に対する非薬物療法 10論文の精

読を行った。それらの内容をCQごとに一覧表に

まとめ、構造化抄録を作成した（別添4）。 

 

2. 認知症とMCIの人および家族介護者のための

リハビリテーションマニュアルの作成 

 まず、認知症とMCIの人およびその家族に対し

てリハビリテーションを実施するための必要

事項について項目立てを行った。 

第１章では、認知症やMCIについての知識を
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深めるための疾患の説明や診断方法、薬物療法

に加え、脳と身体の両面に対するアプローチや、

社会的側面への配慮、家族介護者への指導も含

む多面的なリハビリテーションの意義を理解

してもらうことを目的に、リハビリテーション

を行うための“医学的留意点・診断”について

述べた。 

第２章では、適切な評価に基づくパーソン・

センタードな関わりを実施するために必要な

認知機能、BPSD、精神状態、日常生活活動(ADL)、

社会活動、生活、家族介護者の状況、社会資源

の活用状況などに関する代表的な評価法を紹

介し、認知症の重症度や置かれている状況など

に応じてどのように評価を選択すべきか、また

解釈はどのように行うかなどに関して説明を

行った。 

第３章では、実際の脳・身体賦活リハビリテ

ーションのプログラムについて重症度別に提

示した。その際、前年度に実施したプログラム

の解析結果と文献レビューの結果を踏まえ、当

事者の思いとエビデンスに配慮した内容とな

るよう工夫した。また、認知症やMCIの人のみ

でなく、家族介護者に向けた指導の内容や環境

の工夫などにも言及し、さらにロボットを用い

たリハビリテーションや介護技術などについ

ての最先端の情報も含めた。 

最後に第4章では、多くの認知症の人が経験

する言語やコミュニケーション障害に対して、

その特徴と評価、アプローチについて説明した。 

最終的にこれらの第1-4章をまとめて文言の

調整を行い、「認知症と軽度認知障害の人およ

び家族介護者のためのリハビリテーションマ

ニュアル」を完成させた（別添4）。 

 

 

Ｄ．全体の考察 

 認知症とMCIの人および家族介護者に対す

る文献レビューでは、認知症の人に対する文献

が圧倒的に多く、MCIに対する介入が十分に

行われていない可能性が示された。MCIは、一

般的に、正常な認知機能への可逆性のある人を

含む状態と考えられており、認知症の発症予防

という面から積極的な介入が望まれるため、今

後の介入研究の課題であると考えられた。一方

で、今回、ハンドサーチという形でいくつかの

MCIに対する論文の介入研究を取り上げたが、

地域在住高齢者を対象とする大規模介入の中

に、ある一定割合でMCIを含んでいる可能性

が高い。したがって、MCIに対する介入の効果

を十分に検証するためには、“地域在住高齢者”

も検索の対象に含み、その中に含まれるMCI
のデータの分析を行う必要があると考えられ

た。また、対象という側面からは、認知症の人

に対する介入が圧倒的に多く、家族や介護者に

対する介入は少なかった。BPSDは環境によっ

て出現する症状や重症度が異なることがわか

っており、BPSDを悪化させないという目的か

らも、介護負担を軽減するという目的からも、

在宅で共に暮らす家族介護者への指導や支援

は欠かせないものと考えられる。また認知症の

本質が生活障害であることを考えると、一緒に

生活を行う当事者として、家族介護者もアプロ

ーチの重要な対象となる。その意味で、今後は、

家族介護者に対する介入も、認知症やMCIの
人に対するアプローチに加えて適切に行われ

ることが望ましい。 
 評価や介入という側面からは、使用されてい

る評価法や介入方法、介入期間のばらつきなど、

統一された方法による介入はほとんど行われ

ていない。今後は、標準的な評価の選定や、介

入方法を統一して比較するなど、さらなる研究

の実施が必要であると考えられた。 
 これらの問題点を把握しつつ、適切なリハビ

リテーションを発展させていくためには、標準

的な評価法や適切なプログラムに対して正し

い知識を持つことが重要である。そこで今回の

研究の総括として「認知症と軽度認知障害の人

および家族介護者のためのリハビリテーショ

ンマニュアル」を作成した。この中では、リハ

ビリテーションに必要な医学的知識に加え、認

知症やMCIの人とその家族介護者を対象とし

た標準的な評価とリハプログラムを提示し、症

状や重症度に応じて選択する方法についても

記載した。これまで認知症の人とその家族を対

象に体系的に示されたリハビリテーションマ

ニュアルはなく、本マニュアルが広く使用され

ることで、より適切なリハビリテーション手法

を含む非薬物療法が選択され、本領域の治療や

ケアの質的な向上が望めるとともに、より適切

な条件による研究の実施も加速され、さらなる
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効果的なアプローチの方法の確立につながる

ことが期待される。 
 
 
Ｅ．全体の結論 
 国立長寿医療研究センターで実施されてい

る脳・身体賦活リハビリテーションの分析結果

と、認知症とMCIおよびその家族介護者にお

ける非薬物療法に関する文献レビューの結果

を用い、当事者の思いとエビデンスに配慮した

「認知症と軽度認知障害の人および家族介護

者のためのリハビリテーションマニュアル」を

作成した。本マニュアルは、医療分野だけでな

く介護・福祉分野、および研究分野でも広く使

用可能な内容となっており、本マニュアルを使

用したリハビリテーションの実践により、認知

症やMCIの人の生活機能や活動の維持・向上

と、家族介護者の介護負担の軽減が期待され、

本領域の治療やケアの発展に資するものであ

ると考えられた。 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
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